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① ガス熱量変更準備金の損金算入に関する明細書
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別表十二（七）の記載の仕方 

 
１ この明細書は、青色申告法人でガス熱量変更準備金

を積み立てているガス事業法第２条第１項((((定義))))

に規定する一般ガス事業（以下「一般ガス事業」とい

います。）を営むものが、平成18年改正法附則第109

条第６項((((ガス熱量変更準備金に関する経過措置))))

の規定によりなおその効力を有するものとされる平成

18年改正前の措置法第56条の２((((ガス熱量変更準備

金)))) の規定の適用を受ける場合又は連結法人で一般

ガス事業を営むものが平成18年改正法附則第135条第

６項((((ガス熱量変更準備金に関する経過措置)))) の規

定によりなおその効力を有するものとされる平成18年

改正前の措置法第68条の49((((ガス熱量変更準備金))))

の規定の適用を受ける場合に記載します。 

 なお、平成16年４月１日以後に開始する事業年度に

あっては、当該法人のガスの供給区域におけるガス

メーターの取付数が50万個を超える一般ガス事業を営

むものは適用の対象となりません。 

 また、この明細書は、熱量変更計画ごとに用紙を改

めて記載します。 

 連結法人については、適用を受ける各連結法人ごと

にこの明細書を作成し、その連結法人の法人名を「法

人名」のかっこの中に記載してください。 

２ 「熱量変更計画の名称１」には、平成６年４月１日

から平成18年３月31日までの間に行われたガス事業法

第25条第１項又は第２項の規定による届出に係る熱量

変更計画の名称を記載します。 

３ 「熱量の変更に着手する日２」には、熱量変更計画

が定められているガスの供給計画に定められたその熱

量変更に着手する日を記載します。 

 また、「熱量の変更の完了する日３」には、熱量変

更計画に係る熱量変更の完了する日を記載します。 

 なお、「（平 ・ ・ ）」には、熱量変更に着手

する日から「熱量の変更の完了する日３」に記載する

日（以下「熱量変更完了予定日」といいます。）まで

の期間が２年を超える場合に、その熱量変更完了予定

日の１年前の日を記載します。 

４ 「当期積立額４」には、法人が当期において損金経

理又は決算の確定の日までに剰余金の処分によりガス

熱量変更準備金として積み立てた金額を記載します。 

５ 「積立限度額の計算」の各欄は、次により記載しま

す。 

(1) 「熱量変更費用見積額５」には、法人の申請に基

づき、熱量変更費用の見積額として経済産業大臣又

は経済産業局長が認定した金額を記載します。 

(2) 「積立限度額(6)×
   
60

７」の分子には、当期の月

数を記載します。 

 この場合、その月数に１月未満の端数があるとき

は、これを切り上げます。 

６ 「翌期繰越額の計算」の各欄は、次により記載しま

す。 

(1) 「期首ガス熱量変更準備金の金額13」には、当期

首現在の税務計算上のガス熱量変更準備金の金額を

記載します。 

(2) 「( )14 ×
1 
2
×

  
60

15」の分子には、当期の月数を記載

します。 

 この場合、その月数に１月未満の端数があるとき

は、これを切り上げます。 

(3) 「当期益金算入額」の「同上以外の場合による益

金算入額19」には、当期が熱量変更完了予定日の翌

日から４年を経過する日を含む事業年度又は連結事

業年度である場合において前期から繰り越されたガ

ス熱量変更準備金の金額を益金算入するとき等に、

その金額を記載します。 

７ 「累積支出額等の計算」の各欄は、次により記載し

ます。 

(1) この欄は、ガス熱量変更準備金の積立額の損金算

入の適用を受けた法人が、熱量変更費用を支出した

ことによる益金算入額を計算する場合に記載します。 

(2) 「熱量変更費用支出額30」には、当期及び当期首

前４年以内に開始した事業年度又は連結事業年度に

おいて支出された熱量変更費用の額を記載します。 

(3) 「左のうち当期償却額31」には、「熱量変更費用

支出額30」のうち当期の所得の金額の計算上損金の

額に算入された金額を記載します。 

(4) 「前期以前償却額32」には、「熱量変更費用支出

額30」のうち前期以前の所得の金額の計算上損金の

額に算入された金額を記載します。 

  


